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【億円】

①自主的避難

②法人・個人事業主など

③個人

④仮払補償金

＜賠償金のお支払い状況※＞ ※本賠償のお支払開始：H23年10月

【年/月末】

①

②

③

④

政府補償 ： 1,200 億円 (H23.11)

資金交付 ： 32,156 億円 (H23.11～H25.11)

合計 ： 33,356 億円

原子力損害賠償の進捗状況について

＜原子力損害賠償のご請求・お支払い等実績＞

1

平成25年12月20日現在

個人
個人（自主的避難
等に係る損害）

法人・個人
事業主など

ご請求について

　　ご請求書受付件数（延べ件数） 約523,000件 約1,298,000件 約226,000件

合意状況について　※1

　　合意いただけた件数（延べ件数） 約483,000件 約198,000件

　　合意いただけた金額 約1兆3,550億円 約1兆5,490億円

本賠償の状況について

　　本賠償の件数（延べ件数） 約459,000件 約1,285,000件 約195,000件

　　本賠償の金額　※2 約1兆2,619億円 約3,527億円 約1兆4,995億円

これまでのお支払い金額について

　　本賠償の金額　※2 約3兆1,142億円 ①

　　仮払補償金 約1,502億円 ②

　　お支払い総額 約3兆2,643億円 ①＋②

※1 自主的避難等に係る損害については、合意書は発送しておりません。

※2 仮払補償金から本賠償に充当された金額は含んでおりません。



＜原子力損害賠償の体制＞
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補償推進ユニット
6,900 人

補償推進ユニット
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補償相談センター
（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

補償相談センター
（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

電話での受付・ご説明

請求書等の発送・受領・確認
支払手続き

説明会・相談窓口
個別訪問

請求書等の配付・受付

福島原子力補償相談室 (約1万人の体制 )

平成 25年12 月1日現在福島復興本社

※補償相談センター；福島県内は４箇所（福島市［南相馬事務所を含む］、いわき市、郡山市、

会津若松市）、仙台、柏崎、栃木、群馬、茨城、埼玉、東京、千葉、神奈川、静岡に各１箇所。
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（14カ所） 2,100 人
［内、福島県内は 1,200 人］

補償相談センター
（14カ所） 2,050 人
［内、福島県内は 1,200 人］

電話での受付・ご説明

請求書等の発送・受領・確認
支払手続き

説明会・相談窓口
個別訪問

請求書等の配付・受付

(約1万人の体制 )

※

補償 相談ユニット
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＜請求書類確認所要日数（除く自主的避難）＞

＜支払手続所要日数（除く自主的避難）＞

【個人】

【個人】

目標：3週間

（年/月）

【法人・個人事業主】

目標：3週間

（年/月）

【個人】

目標：1週間

（年/月）

目標：1週間

【法人・個人事業主】

（年/月）



組織体制
の見直し

新規賠償
項目

※仮払補償金を受領済みで本賠償未請求の方

福島復興本社設立以降の取り組み

● 現場の個別対応力の強化に向け、既存の組織体制を「補償相談ユ
ニット（被害に遭われた方々の御相談・御要望を承り、迅速・
適切に対応する機能）」及び「補償推進ユニット（頂いていた請
求書類を速やかに処理する機能）」に再編するとともに、相談窓
口の事実認定権限を強化(１月)

● 本賠償とADRの業務連携・情報共有の一層の強化に向け、福島原
子力補償相談室と総務部法務室のADR担当グループを統合(１月)

● 自主的避難等に係る損害の追加賠償の開始(２月)
● 中間指針第三次追補を踏まえた風評被害の賠償対象拡大(３月)
● 宅地・建物・借地権および家財の賠償開始(３月)
● 田畑の賠償開始(12月)

● 就労不能損害の賠償額算定方法の見直し(「特別の努力」の適用) 
(６月)

● 個人の請求方式の切り替え希望（従来請求方式→包括請求方式）
の２度目の受付開始(９月)

賠償基準・
運用の
見直し

未請求の
解消

● 個人の本賠償未請求の方※に対し、ダイレクトメール送付、電話連
絡、戸別訪問による御請求を呼びかける取組を開始(７月)
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